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０６【指定障がい福祉サービス事業者等指導・監査資料】

障 が い 者 支 援 施 設

名 称

日中サービス

（○を付ける）

生活介護・自立訓練・就労移行支援・

就労継続支援（A型）・就労継続支援（B型）

市 町 村 名

事 業 者 番 号

実 施 年 月 日 令和 年 月 日

記 入 者 職氏名

検 査 吏 員

職氏名

職氏名

職氏名

職氏名

岡崎市福祉部介護保険課



－ 障がい者支援施設 1 －

１ 確認書類

確認する書類一覧

１ 指定申請関係書類（控）・岡崎市長届出書類（控） 有 ・ 無

２ 運営規程 有 ・ 無

３ 就業規則 有 ・ 無

４ 工賃規程 有 ・ 無

５ 従業員雇用契約関係書類 有 ・ 無

６ 従業員給与台帳 有 ・ 無

７ 従業員名簿 有 ・ 無

８ 従業員資格証 有 ・ 無

９ 出勤簿（タイムカード） 有 ・ 無

10 有給休暇申請簿等 （休暇取得日等が確認できるもの） 有 ・ 無

11 超過勤務命令簿・超過勤務記録簿等（超過勤務実績が確認できるもの） 有 ・ 無

12 出張命令簿・出張記録簿等（出張日等が確認できるもの） 有 ・ 無

13 職員会議録 有 ・ 無

14 勤務表（兼務関係がある場合は明確にしたもの） 有 ・ 無

15 職員研修記録 有 ・ 無

16 消防計画・避難訓練記録 等 有 ・ 無

17 利用者名簿 有 ・ 無

18 アセスメント 有 ・ 無

19 モニタリングの記録 有 ・ 無

20 サービス担当者会議の記録 有 ・ 無

21 サービス計画 有 ・ 無

22 サービス提供記録 有 ・ 無

23 業務日誌 有 ・ 無

24 給食献立表 有 ・ 無

25 保菌検査記録 有 ・ 無

26 検食記録簿 有 ・ 無

27 給食日誌 有 ・ 無

28 決算（関係書類） 有 ・ 無

29 苦情・事故・身体拘束拘束に関する記録 有 ・ 無

30 感染対策委員会の設置・運営等がわかる書類 有 ・ 無

31 感染症対策のための指針 有 ・ 無

32 虐待防止委員会の設置・運営等がわかる書類 有 ・ 無

33 虐待防止のための指針 有 ・ 無

34 業務継続計画 有 ・ 無

35 代理受領額通知書 有 ・ 無



－ 障がい者支援施設 2 －

確認する書類一覧

36 サービス利用契約書・重要事項説明書 有 ・ 無

37 契約内容（障がい福祉サービス受給者証記載事項）報告書 有 ・ 無

38 利用者負担金等の請求書・領収書（控） 有 ・ 無

39 介護給付費・訓練等給付費等明細書 有 ・ 無

40 介護給付費・訓練等給付費等請求書 有 ・ 無

41 サービス提供実績記録票 有 ・ 無

42 利用者情報の秘密保持に関する取り決め等 有 ・ 無

43 利用者情報提供についての本人等の同意書 有 ・ 無

※ 当日すぐ確認できるように会場に用意しておいてください。

※ 算定している加算によっては、当日追加で根拠書類をお願いする場合もあります。

例：個別機能訓練加算の場合、個別機能訓練計画書等



－ 障がい者支援施設 3 －

運 営 状 況 摘 要

第１ 人員に関する基準

昼間実施サービスの種類（サービスの種別ごとに記載）

職種
配置

基準数

当該事業所が主たる
事業所の職員

当該事業所が

従たる事業所

の職員

常勤換算
常勤 非常勤

医師

看護職員

保健師 （ ） （ ）

看護師 （ ） （ ）

准看護師 （ ） （ ）

生活支援員

機能訓練

指導員

理学療法士 （ ） （ ）

作業療法士 （ ） （ ）

言語聴覚士 （ ） （ ）

看護師 （ ） （ ）

准看護師 （ ） （ ）

柔道整復師 （ ） （ ）

あん摩マッサージ指圧師 （ ） （ ）

精神保健福祉士

職業指導員

就労支援員

栄養士

その他（ ）

合計

※ 兼務職員は（ ）内にも人数を記載

２ サービス管理責任者

サービス管理責任者氏名

３ 管理者

管理者氏名

兼務の

有無

☐ 兼務あり 職名： 事業種類： 事業所名：

☐ 兼務なし

４ 利用者

① 平均障がい支援区分

岡崎市長へ届け出た「介護給付費算定に係る体制等に係る届出、様式№31」を添付する。
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② 利用者の住所（市町村）

③ 月ごとの利用者数

ア 施設入所支援

年

度
月

初日在籍

人数

（人）

左の内訳 入院

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 入院者数 入院日数

前

年

度

４

５

６

７

８

９

10

11

12

１

２

３

計

今

年

度

４

５

６

７

８

９

10

11

12

１

２

３

計

＊「初日在籍人数」は、各月１日現在の契約者数を記入すること。
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イ 日中サービス（コピー＆ペーストを行い、サービスの種類ごとに作成すること。）

＊「初日在籍人数」は、各月１日現在の契約者数を記入すること。

該当する

サービスに☑

☐ 生活介護 ☐ 自立訓練（機能訓練） ☐ 自立訓練（生活訓練）

☐ 就労移行支援 ☐ 就労継続支援Ａ型 ☐ 就労継続支援Ｂ型

年

度
月

初日在籍

人数

（人）

左の内訳 入院

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 入院者数 入院日数

前

年

度

４

５

６

７

８

９

10

11

12

１

２

３

計

今

年

度

４

５

６

７

８

９

10

11

12

１

２

３

計
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

第２ 設備に関する基準

１ 定員 施設入所支援 人

日中サービス 人

２ 設備

室名 数 延面積 備考

訓練・作業室 ㎡

居室 ㎡

食堂 ㎡

浴室 ㎡

洗面所 ㎡

便所 ㎡

相談室 ㎡

多目的室 ㎡

㎡

合計 ㎡

第２ 運営に関する基準

１ 内容及び手続きの説明

① 利用申込者に係る障がいの特性に応じた適切な配慮をしつつ

当該利用申込者に対し、重要事項を記した文書を交付して説明

を行い当該利用申込者の同意を得ているか。

重要事項の内容

ア 運営規程の概要 イ 従業者の勤務体制

ウ 事故発生時の対応 エ 苦情処理の体制

オ 第三者評価の実施状況等

 ⑴ 実施の有無   ⑵ 実施した直近の年月日 

 ⑶ 評価機関の名称 ⑷ 評価結果の開示状況 

② 利用者間で契約が成立したときは、障がい者等の障がいの特

性に応じた適切な配慮をもって、契約書等を交付しているか。

ア 経営者の名称及び主たる事務所の所在地

イ 提供する施設障がい福祉サービスの内容

ウ 利用者が支払うべき額

エ 提供開始年月日 オ 苦情受付窓口等

※重要事項説明書、契約書、運営規程等の関係書類を添付

２ 契約支給量の報告等

① サービスを提供するときは、事業者及び事業所の名称、サービ

ス内容、契約支給量、契約日等の受給者証記載事項を支給決定障

がい者等の受給者証に記載しているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 契約支給量の総量は、当該支給決定障がい者の支給量を超え

ていないか。

③ 契約の締結、変更及び終了時に受給者証記載事項を岡崎市長

に対し遅滞なく報告しているか。

④ 受給者証記載事項に変更があった場合には、①から③に準じ

て取り扱っているか。

３ 提供拒否の禁止

正当な理由なくサービスの提供を拒否していないか。

過去１年間で 件

ある場合その理由

４ 連絡調整に対する協力

市町村又は相談支援事業者が行う連絡調整に、できる限り協力

しているか。

５ サービス提供困難時の対応

利用申込者に対し、自ら適切なサービスを提供することが困難

な場合、他の施設及び事業者等の紹介その他必要な措置を速やか

に講じているか。

事例（過去１年間）

６ 受給資格等の確認

受給者証により受給資格を確認しているか。

確認事項

ア 支給決定の有無 イ 支給決定の有効期間

ウ サービスの種類 エ 支給量等

７ 介護給付費又は訓練等給付費の支給の申請に係る援助

① 施設障がい福祉サービスに係る支給決定を受けていないもの

からの利用の申し込みがあった場合は、その者の意向を踏まえ

て速やかに介護給付費等の支給の申請が行われるよう必要な援

助を行っているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 施設障がい福祉サービスの支給決定に通常要すべき標準的な

期間を考慮し、支給決定の有効期間の終了に伴う介護給付費等

の支給申請について、必要な援助を行っているか。

８ 心身の状況等の把握

施設障がい福祉サービスの提供にあたっては、利用者の心身の

状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスの利用状況等の把握に努めているか。

９ 指定障がい福祉サービス事業者等との連携等

① 他の指定障がい福祉サービス事業者等との密接な連携に努め

ているか。

② サービス提供の終了に際して利用者又はその家族に対し適切

な援助を行っているか。

10 身分を証する書類の携行

利用者の居宅を訪問して、自立訓練を行う従業者は身分を証す

る書類を携行し、初回訪問時及び利用者等から求められた時、

提示しているか。また身分を証する書類に施設等の名称、従業

者の氏名が記載されているか。

11 サービス提供の記録

サービスを提供した際には、提供日、内容その他必要な事項を、

提供の都度記録し、支給決定障がい者等からサービスを提供した

ことについての確認を受けているか。

12 指定障がい者支援施設等が支給決定障がい者に求めることので

きる金銭の支払いの範囲等

① 支給決定障がい者等に対して金銭の支払いを求めることがで

きるのは、当該金銭の使途が直接利用者の便益を向上させるも

のであって、当該支給決定障がい者等に支払を求めることが適

当であるものに限られているか。

支払いを受けている場合はその内容

ア 単価 円

イ 単価 円

② 金銭の支払を求める際には、その使途及び額、支払を求める理

由について書面で明らかにし、支給決定障がい者等の同意を得

ているか。ただし、13①から③までに掲げる支払については、こ

の限りではない。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

13 利用者負担額等の受領

① サービスを提供した際は、支給決定障がい者から当該サービ

スに係る利用者負担額の支払いを受けているか。

② 法定代理受領を行わない（償還払い）サービスを提供した場

合、支給決定障がい者から指定障がい福祉サービス等費用基準

額の支払いを受けているか。

③ 上記①、②以外の他の費用の徴収について、基準に基づき適切

に行っているか。

内 容 単 価 内 容 単 価

食事の提供に要す

る費用（低所得者）

食事の提供に要する

費用（その他）

日用品費
創作的活動にかかる

材料費

被服費 その他（ ）

④ ①から③に掲げる費用の額の支払いを受けた場合は、当該費

用に係る領収証を支給決定障がい者に対し交付しているか。

⑤ ③の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめサ

ービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障がい者

等の同意を得ているか。

口頭 ・ 文書 （どちらかに○）

14 利用者負担額に係る管理

① 支給決定障がい者等から利用者負担額等に係る管理の依頼を

受けた場合、当該障がい者等が同一の月に受けた指定障がい福

祉サービス等に係る、利用者負担額等合計額を算定しているか。

※直近の依頼件数 件

② 利用者負担額合計額等が負担上限額を超えるときは、指定障

がい福祉サービス等の状況を確認の上、利用者負担額等合計額

を市町村に報告するとともに支給決定障がい者等及び関係指定

事業者に通知しているか。

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

15 介護給付費又は訓練等給付費の額に係る通知等

① 市町村から介護給付費等の支給を受けた場合は、支給決定障

がい者に対し、その額を通知しているか。

※通知方法

② 償還払いによるサービスの支払を受けた場合、サービス提供

証明書を支給決定障がい者等に交付しているか。

16 施設障がい福祉サービスの取扱方針

① 利用者の心身の状況等に応じて、支援を適切に行うとともに、

サービスの提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮し

ているか。

② サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は

その家族に対し、支援上必要な事項について、理解しやすいよう

に説明しているか。

③ サービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。

第三者評価、自己点検等による評価の方法

17 施設障がい福祉サービス計画の作成等

① 指定障がい者支援施設等の管理者は、サービス管理責任者に

施設障がい福祉サービスに係る個別支援計画（施設障がい福祉

サービス計画）の作成に関する業務を担当させているか。

② サービス管理責任者は、施設障がい福祉サービス計画の作成

に当たっては、適切な方法により、その有する能力、その置かれ

ている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の

希望する生活並びに課題等の把握（以下「アセスメント」）を行

い、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援

する上での適切な支援内容の検討をしているか。

③ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては利用者に

面接しているか。またこの場合においてサービス管理責任者は、

面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得ているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

④ サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結

果に基づき、次のアからカの内容を記載した施設障がい福祉サ

ービス計画の原案を作成しているか。

ア 利用者及びその家族の生活に対する意向

イ 総合的な支援の方針

ウ 生活全般の質を向上させるための課題

エ 施設障がい福祉サービスの目標及び達成時期

オ 施設障がい福祉サービスを提供する上での留意事項

カ その他必要な事項等

⑤ ④の場合において、当該事業所が提供する施設障がい福祉サ

ービス以外の保健医療サービス又は福祉サービスとの連携も含

めて施設障がい福祉サービス計画の原案に位置付けるよう努め

ているか。

⑥ サービス管理責任者は、施設障がい福祉サービス計画の作成

に係る会議（テレビ電話装置等を活用してできるものとする。）

を開催し、施設障がい福祉サービス計画の原案の内容について

意見を求めているか。

⑦ サービス管理責任者は、施設障がい福祉サービス計画の原案

の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書によ

り同意を得ているか。 ※計画書の様式を添付

⑧ サービス管理責任者は、施設障がい福祉サービス計画を作成

した際には、当該施設障がい福祉サービス計画を利用者に交付

しているか。

⑨ サービス管理責任者は、施設障がい福祉サービス計画の作成

後、施設障がい福祉サービス計画の実施状況（利用者についての

継続的なアセスメントを含む。）のモニタリングを行うととも

に、少なくとも６月に１回以上、施設障がい福祉サービス計画の

見直しを行い、必要に応じて、当該施設障がい福祉サービス計画

の変更を行っているか。

⑩ サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及

びその家族等と連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のな

い限り、次のア、イに定めるところにより行っているか。

ア 定期的に利用者に面接すること。

イ 定期的にモニタリングの結果を記録すること。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない



－ 障がい者支援施設 12 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

⑪ ②～⑧の事項は、⑨にある施設障がい福祉サービス計画の変

更についても準用されているか。

18 サービス管理責任者の責務

① 利用者に係る、その他の障がい福祉サービス事業者等に対す

る照会により、貴施設以外における利用者の心身の状況等を把

握しているか。

② 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、自立

した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、

必要な援助を行っているか。

③ 他の従業者に対して、技術的指導及び助言を行っているか。

19 相談等

① 常に、利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じ

るとともに、必要な助言その他の援助を行っているか。

② 利用者が、当該指定障がい者支援施設等以外において生活介

護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援の利用を希望する場

合には、他の指定障がい福祉サービス事業者等との利用調整等

必要な支援を実施しているか。

20 介護

① 心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に

資するよう、適切な技術をもって行っているか。

② 適切な方法により、利用者を入浴させ、又清しきしているか。

③ 生活介護又は施設入所支援の提供に当たっては、利用者の心

身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要

な援助を行っているか。

④ 生活介護又は施設入所支援の提供に当たっては、おむつを使

用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えているか。

⑤ 利用者に対し、離床、着替え、整容等の介護その他日常生活上

必要な支援を適切に行っているか。

⑥ 常時１人以上の従業者を介護に従事させているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

該当なし

いる・いない

いる・いない



－ 障がい者支援施設 13 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

⑦ 利用者に対して、利用者の負担により、従業者以外の者による

介護を受けさせていないか。

21 訓練

① 利用者の自立支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技

術をもって訓練を行っているか。

② 利用者の心身の特性に応じた必要な訓練を行っているか。

（生活介護、就労継続支援Ａ型は除く）

③ 常時１人以上の従業者を訓練に従事させているか。

④ 利用者に対して、利用者の負担により、従業者以外の者による

訓練を受けさせていないか。

22 生産活動

① 生産活動の機会の提供に当たっては、地域の実情ならびに製

品及びサービスの需給状況等を考慮するよう努めているか。

② 生産活動に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重

な負担とならないように配慮しているか。

③ 生産活動の能率の向上が図られるよう、利用者の障がいの特

性等を踏まえた工夫を行っているか。

④ 生産活動の機会の提供に当たっては、防塵設備又は、消火設備

の設置等、生産活動を安全に行うために必要かつ適切な措置を

講じているか。

23 工賃の支払等

① 生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型を提供する場

合には、利用者に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係

る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した

額に相当する金額を工賃として支払っているか。

② 就労継続支援Ｂ型を提供する場合、①の規定により利用者そ

れぞれに対して支払われる一月あたりの工賃の平均額は、3、000

円を下回っていないか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

非該当

いる・いない

いる・いない

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当



－ 障がい者支援施設 14 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

③ 就労継続支援Ｂ型を提供する場合には、利用者が自立した日

常生活又は社会生活を営むことを支援するため、工賃の水準を

高めるように努めているか。

④ 就労継続支援Ｂ型を提供する場合には、年度ごとに、工賃の目

標水準を設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者それ

ぞれに対して支払われた工賃の平均額を利用者に通知するとと

もに、岡崎市長へ報告しているか。

24 実習の実施

① 利用者が施設障がい福祉サービス計画に基づいて実習できる

よう、実習の受け入れ先を確保しているか。

② 実習の受け入れ先の確保に当たっては、公共職業安定所等関

係機関と連携して、利用者の意向及び適性を踏まえて行うよう

努めているか。

25 求職活動の支援等の実施

① 就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の提供に当たっては、公

共職業安定所での求職の登録その他の利用者が行う求職活動を

支援しているか。

② 就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の提供に当たっては、関

係機関と連携して、利用者の意向及び適性に応じた求人の開拓

に努めているか。

26 職場への定着のための支援の実施

① 就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の提供に当たっては、障

がい者就業・生活支援センター等の関係機関と連携して、利用者

が就職した日から６月以上、職業生活における相談等の支援の

継続に努めているか。

支援状況

職場訪問 回

家庭訪問 回

その他

② 就労移行支援の提供に当たっては、利用者が指定就労定着支援

の利用を希望する場合には、①の支援が終了した日以降速やか

に当該指定就労定着支援を受けられるよう指定就労定着支援事

業者との連絡調整を行っているか。

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当

いる・いない

非該当



－ 障がい者支援施設 15 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

27 就職状況の報告

指定就労移行支援事業者は、毎年、前年度における就職した利用

者数その他の就職に関する状況を岡崎市長に報告しているか。

28 食事

① 施設入所支援を提供する場合は、正当な理由がなく、食事の提

供を拒んでいないか。

② 食事の提供を行う場合には、当該食事の提供にあたり、あらか

じめ、利用者に対しその内容及び費用について説明を行い、その

同意を得ているか。

③ 利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間に食事の

提供を行うとともに、利用者の年齢及び障がいの特性に応じた、

適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うため、必要な栄養管

理を行っているか。

④ 調理はあらかじめ作成された献立に従って行われているか。

⑤ 食事の提供を行う場合、栄養士を置かないときは、献立の内

容、栄養価の算定及び調理の方法について保健所等の指導を受

けるよう努めているか。

29 社会生活上の便宜の供与等

① 適宜利用者のためのレクリエーション行事を行うよう努めて

いるか。

② 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き

等について、その者又はその家族が行うことが困難である場合

は、その者の同意を得て代わって行っているか。

③ 常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家

族との交流等の機会を確保するよう努めているか。

30 健康管理

① 常に利用者の健康状況に注意するとともに、健康保持のため

の適切な措置を講じているか。

② 施設入所支援を利用する利用者に対して、毎年２回以上定期

に健康診断を行っているか。

いる・いない

非該当

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない



－ 障がい者支援施設 16 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

31 緊急時等の対応

利用者に病状の急変等が生じた場合は、速やかに医療機関への

連絡を行う等必要な措置を講じているか。

緊急時の対応方法（事例なしの場合も記載）

32 施設入所支援利用者の入院期間中の取扱い

利用者が入院する必要が生じた場合､入院後おおむね３月以内

に退院することが見込まれるときは､その者の希望を勘案し､退院

後再び施設入所支援を円滑に利用することができるようにしてい

るか。

33 給付金として支払いを受けた金銭の管理

利用者に係る平成 23年厚生労働省告示第 378 号に定める給付金

の支払いを受けたときは、給付金として支払いを受けた金銭を以

下のように管理しているか。

ア 当該利用者に係る当該金銭及びこれに準ずるものをその他の

財産と区分すること

イ 利用者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること

ウ 利用者に係る金銭の収支の状況を明らかにする記録を整備す

ること

エ 当該利用者が対処した場合には、速やかに、利用者にかかる金

銭を当該利用者に取得させること

34 支給決定障がい者に関する市町村への通知

利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付し

てその旨を市町村に通知しているか。

ア 正当な理由なしに利用に関する指示に従わないことにより、

障がいの状態等を悪化させたと認められるとき。

イ 偽りその他不正な行為によって介護給付費等を受け、又は受

けようとしたとき。

35 管理者による管理等

① 指定障がい支援施設は、専らその職務に従事する管理者を置

いているか。

② 管理者は、従業者及び業務の管理、その他の管理を一元的に行

っているか。

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない



－ 障がい者支援施設 17 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

③ 管理者は、従業者に運営に関する基準を遵守させるため必要

な指揮命令を行っているか。

36 運営規程

基準に示された項目に基づき適切に規定されているか。

基準

ア 施設の目的及び運営の方針

イ 提供する施設障がい福祉サービスの種類

ウ 従業者の職種、員数及び職務の内容

エ 昼間実施サービスに係る営業日及び営業時間

オ 提供する施設障がい福祉サービスの種類ごとの利用定員

カ 提供する施設障がい福祉サービスの種類ごとの内容並びに

支給決定障がい者から受領する費用の種類及びその額

キ 昼間実施サービスに係る通常の事業の実施地域

ク サービス利用に当たっての留意事項

ケ 緊急時等における対応方法

コ 非常災害対策

サ 提供サービスの種類ごとに主たる対象とする障がいの

種類を定めた場合には当該障がいの種類

シ 虐待の防止のための措置に関する事項

ス その他運営に関する重要事項

37 勤務体制の確保等

① 適切なサービスが提供できるよう以下の項目を満たす従業者

の勤務表を事業所ごとに作成しているか。

ア 原則として月ごと イ 日々の勤務時間

ウ 職務の内容 エ 常勤、非常勤の別

オ 管理者との兼務関係

カ サービス管理責任者である旨

② 施設の従業者によってサービスを提供しているか。ただし、支

援に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。

③ 従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保してい

るか。

実施状況（過去１年間）

実施日 対 象 者 内 容

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない



－ 障がい者支援施設 18 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

④ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と

した言動が、業務上必要かつ相当な範囲を超えている場合に従

業者の就業環境が害さないよう、防止策の明確化等の必要な措

置を講じているか。

具体的な防止策

ア 事業主の方針等の明確化及びその周知、啓発

    ⑴ 職場におけるハラスメントの内容・行ってはならない 

旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発すること。

    ⑵ 行為者について、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を

就業規則等の文書に規定し、労働者に周知・啓発すること。

イ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

    ⑴ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

    ⑵ 相談窓口担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に 

対応できるようにすること。

ウ ハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応

 ⑴ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。 

 ⑵ 速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に行う

こと。

    ⑶ 事実関係の確認後、行為者に対する措置を適正に行う 

こと。

    ⑷ 再発防止に向けた措置を講ずること。 

エ そのほか併せて講ずべき措置

    ⑴ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要 

な措置を講じ、その旨を従業者に周知すること。

    ⑵ 相談したこと等を理由として、解雇その他不利益取扱い 

をされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

38 定員の遵守

災害、虐待その他のやむを得ない事情が無いにもかかわらず、施

設障がい福祉サービスの種類ごとのそれぞれの利用定員及び居室

の定員を超えて施設障がい福祉サービスの提供を行っていない

か。

39 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等

① 感染症や非常災害の発生時において、利用者が継続して施設

サービスの提供を受けられるよう、施設サービスの提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該

業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない 39①②③

令和５年度ま

で努力義務、

令和６年度か

ら義務化
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

記入項目

ア 感染症に係る業務継続計画

    ⑴ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた 

取組の実施、備蓄品の確保等）

    ⑵ 初動対応 

    ⑶ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者 

への対応、関係者との情報共有等）

イ 災害に係る業務継続計画

    ⑴ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等の 

ライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）

    ⑵ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

    ⑶ 他施設及び地域との連携 

② 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的（年２回以上）に実施しているか。

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行っているか。

40 非常災害対策

① 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとと

もに、非常災害に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係

機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者

へ周知しているか。

（具体的な計画とは…消防法施行規則に定める消防計画等）

② 避難確保計画を作成し、岡崎市に報告を行っているか。

③ 当該施設は岡崎市防災計画に定められた浸水想定区域や土砂

災害警戒区域内の要配慮者利用施設であるか。

④ 非常災害に備えるため、避難確保計画に基づき、定期的に避

難、救出その他必要な訓練を行っているか。

直近の避難訓練等実施日

月 日、 月 日、 月 日

防火管理者氏名

消防計画の届出日 年 月 日

⑤ 訓練の実施に当たって、地域住民との連携に努めているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

該当・非該当

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

41 衛生管理等

① 施設、食器その他の設備及び飲料水について、衛生的な管理に

努め、必要な措置を講じているか。

② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用してできるものとす

る。）を定期的に（３月に１回以上）開催するとともに、その結

果について従業者に周知徹底を図っているか。

直近の委員会開催日

月 日、 月 日、 月 日

構成員（参加者に○をつけること。）

管理者 ・ 生活支援員 ・ 職業指導員 ・ 機能訓練指導員

医師 ・ サービス管理責任者 ・ その他（ ）

感染対策担当者

③ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整

備しているか。

定めるべき事項

ア 平常時の対策

⑴ 施設内の衛生管理 

環境の整備、排泄物・血液・体液等の処理方法

⑵ 日常の支援にかかる感染症対策 

血液・体液・分泌液・排泄物・傷や創傷皮膚等に触れる

ときの取り決め、手洗いの基本、早期発見のための日常

の観察項目等

イ 発生時の対処方法

⑴ 発生状況の把握方法 

⑵ 感染拡大の防止策 

⑶ 医療機関や保健所、市町村の関係課等の関係機関への 

報告、連携方法

⑷ 医療処置方法 

⑸ 施設内の連絡体制整備 

④ 従業者に対して、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的（年２回以上）に実施しているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

41②③④

令和５年度ま

で努力義務、

令和６年度か

ら義務化

職種： 担当者名：
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

42 協力病院等

① 入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ、協力病院

を定めているか。

協力病院名

② 入所者の口腔衛生の観点から、あらかじめ、協力歯科医療機関

を定めておくよう努めているか。

協力歯科医療機関名

43 掲示

事業所の見やすい場所に重要事項等の掲示を行う又は重要事項

等を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これを関係者に自由

に閲覧できるようになっているか。

掲示内容

ア 運営規程の概要 イ 従業者の勤務体制

ウ 事故発生時の対応 エ 協力医療機関

オ 苦情処理体制

カ 提供するサービスの第三者評価の実施状況

キ その他のサービス選択に資すると認められる重要事項

閲覧の場所及び方法等

44 秘密保持等

① 従業者は、正当な理由がなく、利用者又はその家族の秘密を漏

らしていないか。

② 利用者又はその家族の秘密保持のために必要な措置を講じて

いるか。

③ 他の指定障がい福祉サービス事業者等に対して利用者に関す

る情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該利用者又は

その家族から同意を得ているか。

他事業者への提供件数 件〈過去１年間〉

45 情報の提供等

① 利用者の適切かつ円滑な利用のため、実施事業内容に関す

る情報の提供に努めているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 広告内容に虚偽又は誇大な表現がないようにしているか。

パンフレット等があれば添付

46 利益供与等の禁止

① 他の障がい福祉サービスの事業者等に、利用者又はその家族

に対して、貴事業者を紹介することの対償として、金品その他の

財産上の利益を供与してはいないか。

② 他の障がい福祉サービスの事業者等から、利用者又はその家

族を紹介することの対償として、金品その他財産上の利益を収

受していないか。

47 苦情解決

① 苦情処理のために必要な措置を講じているか。

必要な措置とは…

ア 相談窓口 イ 処理体制の整備 ウ 掲示等

エ 重要事項説明書への記載

② 苦情を受け付けた場合には、当該苦情受付日、その内容等を記

録しているか。なお当該記録は５年間保管すること。

③ 県及び市町村が行う調査及び検査に協力するとともに、指導

又は助言を受けた場合は、必要な改善を行い求めに応じ改善内

容の報告をしているか。（過去１年間）

主な指導内容 改善状況

④ 利用者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会が行う

調査に協力し、指導又は助言に従って改善を図っているか。

調査・あっせん内容 対応状況

48 事故発生時の対応

① 事故が発生した場合は、都道府県、市町村、家族等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じ、又原因を解明し、再発を防ぐた

めの対策を講じているか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録して

いるか。

ヒヤリハット含むを事故記録件数 件（過去１年間）

うち、保険者に報告した件数 件

⑥ 賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行

っているか。

※ 損害賠償保険の加入の有無 有 ・ 無

「事故防止マニュアル」又「事故対応マニュアル」等がある場合は添付

49 身体拘束等の禁止

① 利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為を行っていないか。

② やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他

必要な事項を記録しているか。

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

いる・いない

いる・いない

いる・いない

事例なし

いる・いない

事例なし

事故の概要 処置 再発防止対策
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

③ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用してできるものとする。）を定期的に（年１回

以上）開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を

図っているか。

直近の委員会開催日

月 日、 月 日、 月 日

構成員（参加者に○をつけること。）

管理者 ・ 生活支援員 ・ 職業指導員 ・ 機能訓練指導員

医師 ・ サービス管理責任者 ・ その他（ ）

身体拘束等の適正化対応策担当者

④ 身体拘束等の適正化のための指針を整備しているか。

定めるべき事項

ア 施設における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

イ 身体拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事

項

ウ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

エ 施設内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する

基本的方針

オ 身体拘束発生時の対応に関する基本方針

カ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

キ その他身体拘束等の適正化の推進のための必要な基本方針

⑤ 従業者に対して、身体拘束等の適正化のための研修を定期的

(年１回以上)に実施しているか。

50 虐待の防止

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用してできるものとする。）を定期的に開催するととも

に、その結果について従業者に周知徹底を図っているか。

直近の委員会開催日

月 日、 月 日、 月 日

構成員（参加者に○をつけること。）

管理者 ・ 生活支援員 ・ 職業指導員 ・ 機能訓練指導員

医師 ・ サービス管理責任者 ・ その他（ ）

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

職種： 担当者名：
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 虐待の防止のための指針を定め、次のアからキの項目を盛り

込んでいるか。

ア 施設における虐待の防止に関する基本的考え方

イ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項

ウ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

エ 施設内で発生した虐待報告方法等の方策に関する基本方針

オ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

キ その他虐待防止の適正化推進のために必要な基本方針

③ 従業者に対して、虐待の防止のための研修を定期的（年１回以

上）に実施しているか。

④ 委員会開催、研修実施を適切に実施するための担当者を置い

ているか。

51 会計の区分

サービス種類ごとに経理を区分するとともに指定障がい者支援

事業の会計とその他の事業の会計を区分しているか。

52 地域等との連携等

事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等と

の連携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。

53 記録の整備

① 従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しているか。

② 利用者に対する、サービス提供に関する諸記録を整備し、サー

ビス提供した日から５年間保存しているか。

ア 施設障がい福祉サービス計画

イ 具体的なサービスの内容等の記録

ウ 基準第 39 条に関する市町村への通知に係る記録

エ 身体拘束等の記録

オ 苦情の内容等の記録

カ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

職種： 担当者名：
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

第４ 変更の届出

変更があったとき、10日以内に届出を出しているか。

最近の変更届 年 月 日

変更届の内容

ア 施設の名称及び設置の場所

イ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の

氏名及び住所

ウ 設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例

エ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

オ 施設の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所

カ 運営規程

キ 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関

との契約の内容

ク 連携する公共職業安定所、その他関係機関の名称

（就労移行支援のみ）

ケ サービス提供に係る介護給付費及び訓練等給付費の請求に

関する事項

第５ 介護給付費又は訓練等給付費の算定及び取扱い

１ 基本的事項

① 指定障がい福祉サービスに要する費用の額は，平成 18 年厚生

労働省告示第 523 号の別表「介護給付費等単位数表」の第６およ

び第 10 から第 14 により算定する単位数に，平成 18 年厚生労働

省告示第 539 号「厚生労働大臣が定める一単位の単価」に定める

一単位の単価を乗じて得た額を算定しているか。

（ただし，その額が現に当該指定障がい福祉サービス等に要した

費用の額を超えるときは，当該現に指定障がい福祉サービス等

に要した費用の額となっているか。）

② ①の規定により，指定障がい福祉サービス等に要する費用の

額を算定した場合において，その額に１円未満の端数があると

きは，その端数金額は切り捨てて算定しているか。

③ 介護給付費について、同一時間帯に複数の障がい福祉サービ

スに係る報酬を算定していないか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

【以下設問は次の表のとおり該当するサービスを回答すること】

加算名
設問

番号

施設

入所

生活

介護

自立

訓練

就労

移行

就労

Ａ型

就労

Ｂ型

施設入所支援サービス費 ２ ○

夜勤職員等配置体制加算 ３ ○

重度障害者支援加算 ４ ○

夜間看護体制加算 ５ ○

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 ６ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入所時特別支援加算 ７ ○

入院・外泊時加算 ８ ○

入院時支援特別加算 ９ ○

地域移行加算 10 ○

地域生活移行個別支援特別加算 11 ○

障害福祉サービスの体験宿泊支援加算 12 ○

栄養マネジメント加算 13 ○

経口移行加算 14 ○

経口維持加算 15 ○

口腔衛生管理体制加算 16 ○

口腔衛生管理加算 17 ○

療養食加算 18 ○

福祉介護職員処遇改善加算 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福祉介護職員等特定処遇改善加算（施） 20 ○

福祉介護職員等特定処遇改善加算 21 ○ ○ ○ ○ ○

生活介護サービス費 22 ○

人員配置体制加算 23 ○

福祉専門職員配置等加算 24 ○ ○ ○ ○ ○

常勤看護職員等配置加算 25 ○

初期加算 26 ○ ○ ○ ○ ○

訪問支援特別加算 27 ○ ○ ○ ○

欠席時対応加算 28 ○ ○ ○ ○ ○

重度障害者支援加算 29 ○

リハビリテーション加算 30 ○ ○

利用者負担上限額管理加算 31 ○ ○ ○ ○ ○

食事提供体制加算 32 ○ ○ ○ ○ ○

延長支援加算 33 ○

送迎加算 34 ○ ○ ○ ○ ○

障害福祉サービスの体験利用支援加算 35 ○ ○ ○ ○ ○
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

【以下設問は次の表のとおり該当するサービスを回答すること】

加算名
設問

番号

施設

入所

生活

介護

自立

訓練

就労

移行

就労

Ａ型

就労

Ｂ型

就労移行支援体制加算 36 ○ ○ ○ ○

機能訓練・生活訓練サービス費 37 ○

医療連携体制加算 38 ○ ○ ○ ○

個別計画訓練支援加算 39 ○

短期滞在加算 40 ○

精神障害者退院支援施設加算 41 ○ ○

看護職員配置加算 42 ○

就労移行支援サービス費 43 ○

就労支援関係研修修了加算 44 ○

移行準備支援体制加算 45 ○

通勤訓練加算 46 ○

在宅時生活支援サービス加算 47 ○ ○ ○

社会生活支援特別加算 48 ○ ○ ○ ○

支援計画会議実施加算 49 ○

就労継続支援Ａ型サービス費 50 ○

重度者支援体制加算 51 ○ ○

就労移行連携加算 52 ○ ○

賃金向上達成指導員配置加算 53 ○

就労継続支援Ｂ型サービス費 54 ○

目標工賃達成指導員配置加算 55 ○

地域協働加算 56 ○

ピアサポート実施加算 57 ○

サービス名 設問番号

施設入所支援 2～20

生活介護 6,19,21～36

自立訓練 6,19,21,24,26,28,30,31,32,34～42,48

就労移行支援 6,19,21,24,26,27,28,30,31,32,34,35,38,41,43～49

就労継続支援Ａ型 6,19,21,24,26,27,28,30,31,32,34,35,36,38,47,48,50～54

就労移行支援Ｂ型 6,19,21,24,26,27,28,30,31,32,34,35,36,38,47,48,51,52,55～57
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

２ 施設入所支援サービス費

① 施設入所支援を行う対象者は以下アからエに該当する者に限

っているか。（経過的施設入所支援サービス費を算定している施

設は除く。）

対象

ア 生活介護を受けている者でかつ、障がい支援区分が区分４

以上である者。（50歳以上の者にあっては区分３以上。）

イ 自立訓練、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型の利用者のう

ち、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ効率的

であるであると認められる者又は通所によって訓練を受ける

ことが困難である者。

ウ 別に厚生労働大臣が定める者のうち、生活介護等を受ける

者であって、区分３（50 歳以上の者にあっては、区分２）以

下に該当するもの若しくは区分１から区分６までのいずれか

にも該当しないもの又は自立訓練等を受ける者。

② ①の者に対し、夜間帯に施設入所支援を行った場合、利用定員

及びその利用者の障がい支援区分に応じ、施設入所支援サービ

ス費を算定しているか。

③ ②を算定するに当たり、当施設が地方公共団体の設置する指

定障がい者支援施設である場合、所定単位数の 1000 分の 965 に

相当する単位数を算定しているか。

④ 経過的施設入所支援サービス費については、別に厚生労働大

臣が定める者に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に

適合するものとして岡崎市長に届け出た指定障がい者支援施設

において、指定施設入所支援を行った場合に、利用定員に応じ、

１日につき所定単位数を算定する。

⑤ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

⑥ 障がい福祉サービス計画等が作成されていない場合、当該月

から当該状態が解消されるに至った月の前月までの間、減算適

用をしているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

⑦ 施設入所支援サービス費の算定に当たっては、ある月（歴月）

においてア、イのいずれかの場合に、その翌月において利用者の

全員について、所定単位数の 100 分の 95 に相当する単位数を算

定しているか。

ア 夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含

めた連続する 16 時間をいい、原則として、障がい者支援施設

等ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う生活支援

員の員数が指定障がい者支援施設基準に定める員数に満たな

い事態が２日以上連続して発生した場合

イ 夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が障がい

者支援施設基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生

した場合

⑧ 障がい者支援施設等に管理栄養士若しくは栄養士の配置がな

されていない場合又は配置されている管理栄養士若しくは栄養

士の配置が常勤でない場合、利用定員に応じ、１日につき所定単

位数を減算しているか。

⑨ 身体拘束等の適正化記録をしていない場合、１日につき所定

単位数を減算しているか。

３ 夜勤職員等配置体制加算

夜勤を行う生活支援員の員数が次のアからウを満たす場合、利

用定員に応じ１日につき所定単位数を加算しているか。

ア 利用者数が 21人以上 40 人以下の場合…２以上

イ 利用者数が 41人以上 60 人以下の場合…３以上

ウ 利用者数が 61 人以上場合 ………………３に、前年度の利用

者数の平均値が 60 を超えて 40 又はその端数を増すごとに１を

加えて得た数以上

４ 重度障害者支援加算

① 重度障害者支援加算（Ⅰ）

ア 医師意見書により特別な医療が必要であるとされる者又は

これに準じる者が利用者（指定生活介護等を受ける者に限

る。) 合計数の 100 分の 20 以上であり、かつ規定する人員配

置に加え、常勤換算方法で１人以上の看護職員又は生活支援

員を配置しているものとして岡崎市長に届け出て、サービス

を提供した場合、１日につき所定単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

イ 重度障害者支援加算（Ⅰ）が算定されている指定障がい者支

援施設等において、区分６に該当し、かつ、気管切開を伴う人

工呼吸器による呼吸管理が必要な者又は重症心身障がい者が

２人以上利用しているものとして岡崎市長に届け出て、サー

ビスを提供した場合に，さらに１日につき所定単位数を加算

しているか。

② 重度障害者支援加算（Ⅱ）

ア 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置して

いるものとして岡崎市長に届出し、かつ支援計画シート等を

作成している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。

ただし、強度行動障がいを有する者が利用していない場合

には算定できない。

イ 重度障害者支援加算（Ⅱ）が算定されている強度行動障がい

を有する者に対し、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）

修了者が、実践研修修了者の作成した支援計画シート等に基

づき、夜間に個別支援を行った場合、１日につき所定単位数を

加算しているか。

ウ ②アが算定されている指定障がい者支援施設等において、

加算の算定を開始した日から起算して 180 日以内の期間につ

いて、強度行動障がいを有する者に対して、指定施設入所支援

等の提供を行った場合に、さらに１日につき所定単位数を加

算しているか。

５ 夜間看護体制加算

夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障がい者支援施設

等において、指定生活介護等を受ける利用者に対して指定施設入

所支援等を提供する時間に、生活支援員に代えて看護職員(重度障

がい者支援加算(Ⅰ)の算定対象となる看護職員を除く。) を１以

上配置しているものとして岡崎市長に届け出た施設入所支援等の

単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、１日に

つき所定単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

６ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

次のア、イに該当し、かつサービスを行った場合に、１日につき

所定単位数を加算しているか。

ア 視覚障がい者等である利用者の数（重度の視覚障がい者、聴覚

障がい者、言語機能障がい又は知的障がいのうち２以上の障が

いを有する利用者については、当該利用者数に２を乗じて得た

数をする。）が当該指定施設入所支援等の利用者の数に 100 分の

30 を乗じて得た数以上であること。

イ 視覚障がい者等との意思疎通に関し専門性を有する者と専ら

視覚障がい者等の生活支援に従事する従業者を、基準に定める

人員配置に加え、常勤換算方法で、利用障がい者等の数を 50 で

除して得た数以上配置していること。

７ 入所時特別支援加算

新たに入所者を受け入れた日から起算して 30日以内の期間にお

いて、指定施設入所支援等の提供を行った場合に，１日につき所定

単位数を加算しているか。

８ 入院・外泊時加算

① 入院・外泊時加算（Ⅰ）

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及び利用者に

対して居宅における外泊（共同生活援助の体験的な利用に伴う

外泊を含む）を認めた場合、それぞれ８日を限度として、所定単

位に代えて、利用定員に応じて１回の入院につき、所定単位数に

代えて加算しているか。

② 入院・外泊時加算（Ⅱ）

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及び利用者に

対して居宅における外泊を認めた場合に施設従業者が、施設障

がい福祉サービス計画に基づき、利用者に対する支援を行った

場合、入院又は外泊した翌日から起算して８日を超えた日から

82 日を限度として、利用定員に応じて１回の入院につき、所定

単位数に代えて加算しているか。

９ 入院時支援特別加算

家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が、病

院又は診療所（同一敷地内に併設する場合を除く。）へ入院した場

合に、施設従業者のいずれかの職種の者が、施設障がい福祉計画に

基づき、当該病院又は診療所を訪問して、連絡調整及び被服等の準

備その他の日常生活上の支援を行った場合、１月に１回を限度と

して、所定単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

10 地域移行加算

① 入所期間が１月を超えると見込まれる利用者（指定生活介護

等を受ける者に限る）の退所に先立って、退所後の生活に関する

相談援助を行い、かつ、利用者が退所後生活する居宅を訪問して

退所後の居宅サービス等について相談援助及び連絡調整を行っ

た場合、入所中２回を限度として、所定単位数を加算している

か。

② 利用者の退所後 30 日以内に当該利用者の居宅を訪問し、当該

利用者及びその家族等に対して相談援助を行った場合、退所後

１回を限度として所定単位を加算しているか。

11 地域生活移行個別支援特別加算

① 地域生活移行個別特別支援加算(Ⅰ)

次のアからエの基準を満たす場合に、１日につき所定単位数

を加算しているか。

ア 指定障がい者支援施設基準に規定する人員配置に加え、社

会福祉士又は精神保健福祉士のいずれかの資格を有する職員

を１人以上配置していること。

イ 精神科を担当する医師による定期的な指導が１月に２回以

上行われていること。

ウ 医療観察法に基づく通院中の者及び刑務所から出所した障

がい者等の支援に関する研修を年１回以上行っていること。

エ 保護観察所、指定医療機関、精神保健福祉センター等の関係

機関との協力体制が整っていること。

② 地域生活移行個別特別支援加算(Ⅱ)

次のア、イの基準を満たす場合に、３年以内の期間（ただし、

医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合は当該延

長期間を限度とする。）１日につき所定単位数を加算している

か。

ア 11①地域生活移行個別特別支援加算(Ⅰ)を算定しているこ

と。

イ 医療観察法に基づく通院決定を受けた日から起算して３年

を経過していない者又は刑務所からの出所に伴い障がい者等

の地域生活の定着支援を目的とした機関からの受け入れ依頼

を受けた者であって３年を経過していない者に指定施設入所

支援を提供した場合。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

12 障害福祉サービスの体験宿泊支援加算

地域生活支援拠点等に位置付けられていることが規定されてい

るものとして、岡崎市長に届け出た施設等指定障がい者支援施設

等において、体験的な宿泊支援（単身での生活に向けたもの）を利

用する場合において、指定障がい者支援施設等におくべき従業者

が、指定地域移行支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行

った場合に、所定単位数に代えて算定しているか。

13 栄養マネジメント加算

次のアからエの基準をすべて満たすものとして岡崎市長に届け

出た場合、１日につき所定単位数を算定しているか。

ア 常勤の管理栄養士を１人以上配置すること。

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し､医師、管理栄養士、

看護師その他の職種の者が共同して､入所者ごとの摂食・嚥下機

能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

（入所者等の同意を得ること。）

ウ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと

もに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。

エ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必

要に応じて当該計画を見直していること。（低栄養状態のリスク

が低い場合は概ね３月を目途）

14 経口移行加算

① 次のア、イの基準を満たす場合に、経口移行計画が作成された

日から起算して 180 日以内の期間に限り、１日につき所定単位

数を加算しているか。

ア 入所者等の同意を得たうえで、医師の指示に基づき、医師、

管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して､現に経管に

より食事を摂取している入所者ごとに経口移行計画を作成し

ていること。

イ 当該計画に従い､医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養

士が経口による食事の摂取を進めるための栄養管理を行って

いること。

② 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口によ

る食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成され

た日から起算して 180 日を超えた期間に行われた場合であって

も、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示

に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養

管理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定

できるものとして算定しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

15 経口維持加算

① 経口維持加算（Ⅰ）

次のアからエの基準を満たす場合に、経口移行計画が作成さ

れた日から起算して 180 日以内の期間に限り、１日につき所定

単位数を加算しているか。

ア 月に 1回以上、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理

栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、摂食機能障がい

を有し誤嚥が認められる入所者の栄養管理をするための食事

の観察及び会議を行い、入所者ごとの摂食・嚥下機能に配慮し

た経口維持計画を作成していること。

イ 当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示

を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等が、医

師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は

栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進めるための特

別な管理を行っていること。

ウ 経口により食事を摂取する者であって、著しい摂食機能障

がいを有し造影撮影又は内視鏡検査により誤嚥が認められる

ものを対象としていること。

エ 13栄養マネジメント加算、14経口移行加算を算定していな

いこと。

② 経口維持加算（Ⅱ）

次のアからウに該当する場合、１月につき、所定単位数を算定

しているか。

ア 15①経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合。

イ 協力歯科医療機関を定めている場合。

ウ 入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するための

食事の観察及び会議等に、医師、歯科医師、歯科衛生士又は言

語聴覚士のいずれか１名以上が参加している場合。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

16 口腔衛生管理体制加算

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言

及び指導に基づき、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が

作成されているものとて岡崎市長に届け出た施設等において、歯

科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設従業者に

対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行ってい

る場合に所定単位数を算定しているか。

技術的助言及び指導とは…個々の入所者の口腔ケア計画ではなく、

次のアからオのいずれかに当てはまるものをいう。

ア 当該施設における入所者の口腔内状態の評価方法

イ 適切な口腔ケアの手技

ウ 口腔ケアに必要な物品整理の留意点

エ 口腔ケアに伴うリスク管理

オ その他日常的な口腔ケアの実施に当たり必要と思われる事項

17 口腔衛生管理加算

当該障がい者支援施設等において歯科医師又は歯科医師の指示

を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者の口

腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されているものとて岡崎

市長に届け出た施設等において、次のア～エにいずれにも該当す

る場合、１月につき所定単位数を算定しているか。

ア 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対する口腔

ケアを月２回以上実施

イ 歯科衛生士が入所者に係る口腔ケアについて、施設従業者に

具体的な技術的助言及び指導の実施

ウ 歯科衛生士が入所者に係る施設従業者からの相談等に必要に

応じ対応している場合

エ 16 口腔衛生管理体制加算を算定している場合

18 療養食加算

管理栄養士又は栄養士が配置されている指定障がい者支援施設

等において、次のアに該当する療養食を提供したときは、１日につ

き所定単位を加算しているか。

なお、療養食の献立表が作成していること。

ア 疾病治療の直接手段として､主治医の発行する食事せんに基

づき提供された適切な栄養量及び内容を有する「糖尿病食、腎臓

病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、

痛風食及び特別な場合の検査食」

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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19 福祉・介護職員処遇改善加算

以下のアからコの該当する要件に応じて、①から⑤の所定単位

数を算定しているか。

① 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

アからコすべてに該当する場合

② 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

ケ以外すべて該当する場合

③ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

アからカ及びコに該当し、キ、クいずれかに該当する場合

賃金改善に関する項目

ア 福祉・介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃

金改善」という。）に要する費用の見込額が、福祉・介護職員

処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を

策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じている場合

イ アの賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び

実施方法その他の福祉・介護職員の処遇改善の計画等を記載

した福祉・介護職員処遇改善計画書を作成し、全福祉・介護職

員に周知し、岡崎市長に届け出ている場合

ウ 福祉・介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善

を実施する場合

エ 事業年度ごとに福祉・介護職員の処遇改善に関する実績を

岡崎市長に届け出ている場合

オ 算定日が属する月の前 12 月間において、労働基準法、労働

者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法

その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せら

れていない場合

カ 労働保険料の納付が適正に行われている場合

キャリアパス要件Ⅰ

キ 福祉・介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の

要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定め、書面を

もって全福祉・介護職員に周知している場合

キャリアパス要件Ⅱ

ク 福祉・介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、

当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保している

し、全福祉・介護職員に周知している場合

キャリアパス要件Ⅲ

ケ 福祉・介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕

組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを

設けており、書面をもって全福祉・介護職員に周知している場

合

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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職場環境等要件

コ イの届出に係る計画の期間中に実施する福祉・介護職員の

処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該福

祉・介護職員の処遇改善に要した費用を全ての福祉・介護職員

に周知している場合

20 福祉・介護職員等特定処遇改善加算【施設入所支援のみ】

以下のアからキの該当する要件に該当する場合、所定単位数を

算定しているか。

ア 19 福祉・介護職員処遇改善加算①②③のいずれかを算定し

ている場合

イ 職員を以下Ａ、Ｂ、Ｃに定義した場合に、次に掲げる基準⑴

から⑷のいずれにも適合し、かつ本加算算定見込額を上回る

賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措

置を講じている場合

Ａ
経験・技能を有する福祉・介護職員

（所属する法人での勤続年数が基本的に 10年以上）

Ｂ その他の福祉・介護職員

Ｃ その他職種の職員

 ⑴ Ａのうち１人以上が、月額８万円以上賃金増又は年額 440

万円までの賃金増である場合

⑵ Ａの賃金増の見込額の平均が、Ｂの賃金増の見込額の平

均を上回っている場合

  ⑶ Ｂの賃金増の見込額の平均が、Ｃの賃金増の見込額の平

均の２倍以上である場合

⑷ Ｃの賃金増の見込額が年額 440 万円を上回らない場合 

ウ 賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施

方法その他の当該事業所職員の処遇改善の計画等を記載した

福祉・介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全職員に周知

し、岡崎市長に届け出ている場合

エ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃

金増を実施した場合

オ 事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績

を岡崎市長に報告した場合

カ ウの届出に係る計画の期間中に実施する職員の賃金改善以

外の処遇改善の内容及び当該職員の処遇改善に要する費用の

見込額を全職員に周知している場合

キ カの処遇改善の内容等について、インターネットの利用そ

の他の適切な方法により公表している場合

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

21 福祉・介護職員等特定処遇改善加算【施設入所支援を除く】

① 福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

20のアからキにすべて該当しており、24 福祉専門職員配置等

加算等を算定している場合、所定単位数を算定しているか。

② 福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

20のアからキにすべて該当しており、24 福祉専門職員配置等

加算等を算定していない場合、所定単位数を算定しているか。

22 生活介護サービス費

① 平成 18 年厚生労働省告示第 523 号に適合するとともに、平

均障がい支援区分等に応じて、岡崎市長に届け出た指定生活

介護等の単位に応じて、１日につき所定単位数を算定してい

るか。

② 地方公共団体が設置する指定事業所又は、指定障がい者支援

施設の場合にあっては、所定単位数の 1000 分の 965 に相当する

単位数を算定しているか。

③ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

④ 生活介護計画等が作成されずにサービス提供が行われていた

場合、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで

の間、減算適用をしているか。

⑤ 利用時間が５時間未満の利用者が全体の５割以上である場合

に減算適用をしているか。

⑥ 運営規程に定められている営業時間（送迎のみを行う時間は

含まない）が６時間未満の場合に減算適用をしているか。

⑦ 一体的な運営が行われている利用定員が81人以上の事業所等

において、サービスを行った場合には、所定単位数の 1000 分の

991 に相当する単位数を算定しているか。

⑧ 医師が配置されていない場合、１日につき所定単位数を減算

しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

⑨ 身体拘束等の適正化に関する措置が講じられていない場合、

１日につき所定単位数を減算しているか。

⑩ 次のア、イのいずれも満たすものとして岡崎市長に届け出た

共生型生活介護事業所について、１日につき所定単位数を加算

しているか。

ア サービス管理責任者を１名以上配置している

イ 地域に貢献する活動を行っている

23 人員配置体制加算

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして岡崎

市長に届け出た指定生活介護事業所等において、１日につき所定

単位数を加算しているか。

24 福祉専門職員配置等加算

① 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

生活支援員（生活介護の場合、共生型生活介護従事者も含む。）

常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士、

精神保健福祉士、公認心理師である従業者の割合が 100 分の 35

以上であるものとして、岡崎市長に届け出た事業者において、サ

ービスを行った場合に、１日につき所定単位数加算しているか。

② 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）

①の加算がない場合、生活支援員（生活介護の場合、共生型生

活介護従事者も含む。）として、常勤で配置されている従業員の

うち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師

である従業者の割合が 100 分の 25以上であるものとして、岡崎

市長に届け出た事業者において、サービスを行った場合に、１日

につき所定単位数を加算しているか。

③ 福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)

①、②の加算がなく、次のア、イのいずれかの要件を満たし岡

崎市長に届け出た事業所において、サービスを行った場合、１日

につき所定単位数を加算しているか。

ア 生活支援員又は共生型生活介護従事者として配置されてい

る従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が 100分

の 75以上

イ 生活支援員又は共生型生活介護従事者として常勤で配置さ

れている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合

が 100 分の 30以上

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

25 常勤看護職員等配置加算

① 看護職員を常勤換算方法で１人以上配置しているものとして

岡崎市長に届け出た事業所等において、サービスを行った場合

に利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。

② 看護職員を常勤換算方法で２人以上配置しているものとして

岡崎市長に届け出た事業所等において、別に厚生労働大臣が定

める者（平成 18 年厚生労働省告示第 556 号・第５号の２）に対

してサービスを行った場合に、利用定員に応じ、１日につき、所

定単位数を加算しているか。

③ 看護職員を常勤換算方法で３名以上配置しているものとして

岡崎市長に届け出た事業所等において、２名以上の別に厚生労

働大臣が定める者（平成 18 年厚生労働省告示第 556 号・第５号

の２）に対してサービスを行った場合に、利用定員に応じ、１日

につき所定単位数を加算しているか。

26 初期加算

事業所等において、サービスを行った場合にサービス利用を開

始した日から起算して 30日以内の期間について、１日につき所定

単位数を加算しているか。

27 訪問支援特別加算

事業所等において継続してサービスを利用する利用者につい

て、連続した５日間、当該サービス利用がなかった場合において従

事者が、個別支援計画に基づき、あらかじめ当該利用者の同意を得

て、当該利用者の居宅を訪問して相談援助等を行った場合、１月に

つき２回を限度として、個別支援計画等に位置づけられた内容の

サービスを行うのに要する標準的な時間で所定単位数を加算して

いるか。

28 欠席時対応加算

利用者が当日に急病等により、サービスの利用を中止した場合

において従業者が、利用者又はその家族等との連絡調整その他の

相談援助を行うとともに当該利用者の状況、相談援助の内容等の

記録を行った場合に１月につき４回を限度として、所定単位数を

加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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29 重度障害者支援加算

① 人員配置体制加算（Ⅰ）及び常勤看護職員等配置加算（Ⅲ）

を算定している事業所等であって、重症心身障がい者が２人以

上利用しているものとして岡崎市長へ届け出た事業所におい

て、サービスの提供を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算しているか。

② ①の加算がなく、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修

了者を職員として配置し、支援計画シート等の作成を行う体制

を整えている場合、１日につき所定単位数を加算しているか。

③ ①の加算がなく、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修

了者が、実践研修修了者の作成した支援計画シート等に基づき、

強度行動障がいを有する者に対して個別の支援を実施した場

合、１日につき所定単位数を加算しているか。

④ ③を算定している事業所等については、当該加算の算定を開

始した日から起算して 180 日以内の期間について１日につき所

定単位数を加算しているか。

30 リハビリテーション加算

① リハビリテーション加算(Ⅰ)

次のアからオまでのいずれにも適合するものとして岡崎市長

に届け出た事業所等において、頸髄損傷による四肢の麻痺その

他これに類する状態にある利用者に対し、リハビリテ－ション

実施計画を作成されている利用者に対して、サービスを行った

場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。

ア 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の

者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を

作成していること。

イ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は

医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴

覚士がサービスを行っているとともに、利用者の状態を定期

的に記録していること。

ウ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を

定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

エ 指定障がい者支援施設等に入所する利用者について、リハ

ビリテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハ

ビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫

等の情報を伝達していること。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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オ エに掲げる利用者以外の利用者について、事業所等の従業

者が、必要に応じ、指定相談支援事業者を通じて、指定居宅介

護サービスその他の指定障がい福祉サービス事業に係る従業

者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意

点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

② リハビリテーション加算(Ⅱ)

先のアからオまでのいずれも満たすものとして岡崎市長に届

け出た事業所等において、リハビリテーション加算(Ⅰ)に規定

する障がい者以外の障がい者であって、リハビリテーション実

施計画が作成されているものに対して、サービスを行った場合

に、１日につき所定単位数を加算しているか。

31 利用者負担上限額管理加算

事業者等が、利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月に

つき所定単位数を加算しているか。

32 食事提供体制加算

低所得利用者等であって、個別支援計画等により食事の提供を

行うこととなっている利用者に対して、当該事業所等の責任にお

いて食事提供のための体制を整えているものとして、岡崎市長に

届け出た事業者において、食事の提供を行った場合に、１日につき

所定単位数を加算しているか。

33 延長支援加算

低所得利用者等であって個別支援計画等により食事の提供を行

うこととなっている利用者（指定障がい者支援施設等に入所する

者を除く。）に対して、当該事業所等に従事する調理員等による食

事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等

当該事業所等の責任において食事提供のための体制を整えている

ものとして、岡崎市長に届け出た事業所において、利用者（施設入

所者を除く）に対して、個別支援計画等に基づきサービスを行った

場合に、標準的な延長時間で所定単位数を加算しているか。

34 送迎加算

① 送迎加算（Ⅰ）

１回の送迎につき平均 10人以上が利用し、かつ週３回以上

の送迎を実施しているものとして（利用定員が 20人未満の事

業所にあっては、平均的に定員の 100 分の 50 以上が利用して

いる）岡崎市長に届け出た事業所において、利用者に対して送

迎を行った場合は、片道につき所定単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし



－ 障がい者支援施設 44 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 送迎加算（Ⅱ）

１回の送迎につき平均 10人以上が利用している（利用定員が

20 人未満の事業所にあっては、平均的に定員の 100 分の 50 以上

が利用している）又は週３回以上の送迎しているものとして岡

崎市長に届け出た事業所において、利用者に対して送迎を行っ

た場合は、片道につき所定単位数を加算しているか。

③ 区分５若しくは区分６に該当する者又はこれに準ずる者が利

用者の数の合計数の 100 分の 60 以上であるものとして岡崎市

長に届け出た事業所においては①、②に加えさらに片道につき

所定単位数を加算しているか。

④ 同一敷地内の他の事業所等との間の送迎を行った場合には、

所定単位数の 100 分の 70を算定しているか。

35 障害福祉サービスの体験利用支援加算

① 指定障がい者支援施設等においてサービスを利用する利用者

が、指定地域移行支援の障がい福祉サービスの体験的な利用支

援を利用する場合において、指定障がい者支援施設等におくべ

き従業者が、次のア、イのいずれかに該当する支援を行うととも

に、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、期

間に応じ、所定単位数に代えて算定しているか。

ア 体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯におけ

る訓練等の支援を行った場合

イ 障がい福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相

談事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

② 障がい福祉サービスの体験利用支援加算を算定している指定

障がい者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準

（平成 18年厚生労働省告示第 551 号・第２号・チ）に適合し

ているものとして、岡崎市長に届け出た場合に、１日につきサ

ービスを実施した日の属する年度の利用定員に応じた所定単位

数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算しているか。

36 就労移行支援体制加算

事業所におけるサービスを受けた後就労（就労継続支援Ａ型事

業所への移行を除く。）し、就労を継続している期間が６月に達し

た者（就労定着者）が前年度において１人以上いるものとして岡崎

市長に届け出た事業所において、サービスを行った場合に、１日に

つきサービスを行った日の属する年度の利用定員に応じた所定単

位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

なお、就労継続支援Ａ型及びＢ型については、利用定員に加え、

人員配置等に基づき算定する基本報酬の区分に応じて算定する。

37 機能訓練・生活訓練サービス費

① 平成 18 年厚生労働省告示第 523 号に適合するとともに、岡崎

市長に届け出た指定等の単位に応じて、１日につき所定単位を

算定しているか。

② 地方公共団体が設置する指定事業所又は、指定障がい者支援

施設の場合にあっては、所定単位数の 1000 分の 965 に相当する

単位数を算定しているか。

③ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

④ 自立訓練計画等が作成されていない場合、その期間が３月未

満の場合は所定の単位数に 100 分の 70を乗じて得た額を、３月

以上の場合は 100 分の 50を乗じて得た額を算定しているか。

⑤ 利用者の利用期間の平均値が、障害者総合支援法施行規則第

６条の６に掲げる期間に６月間を加えた期間を超えている場

合、100 分の 95 を乗じて得た額を算定しているか。

⑥ 身体拘束等の適正化に関する措置を未実施の場合、１日につ

き５単位を所定単位数から減算しているか。

⑦ 中山間地域等に居住している者に対して、指定自立訓練等を

行った場合は、１回につき所定単位数を加算しているか。

38 医療連携体制加算

① 医療連携体制加算（Ⅰ）

医療機関等と連携し、看護職員を事業所に訪問させ、１回の訪

問につき利用者８人を限度として医療ケア以外の看護（１時間

未満）を行った場合、当該看護を受けた利用者に対し、１日につ

き所定単位数を加算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし



－ 障がい者支援施設 46 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

② 医療連携体制加算（Ⅱ）

医療機関等と連携し、看護職員を事業所に訪問させ、１回の訪

問につき利用者８人を限度として医療ケア以外の看護（１時間

以上２時間未満）を行った場合、当該看護を受けた利用者に対

し、１日につき所定単位数を加算しているか。

③ 医療連携体制加算（Ⅲ）

医療機関等と連携し、看護職員を事業所に訪問させ、１回の訪

問につき利用者８人を限度として医療ケア以外の看護（２時間

以上）を行った場合、当該看護を受けた利用者に対し、１日につ

き所定単位数を加算しているか。

④ 医療連携体制加算（Ⅳ）

医療機関等との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看

護職員が利用者に対して医療ケアの看護を行った場合、当該看

護を受けた利用者に対し、その利用者数（ア１人、イ２人、ウ３

人～８名）に応じて１日につき所定単位数を加算しているか。

⑤ 医療連携体制加算（Ⅴ）

医療機関等の連携により、看護職員を事業所に訪問させ、当該

看護職員が認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を

行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数

を加算しているか。

⑥ 医療連携体制加算（Ⅵ）

喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、

喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算して

いるか。ただし、⑤を算定している場合にあっては、算定しない。

39 個別計画訓練支援加算

利用者の障がい特性や生活環境等に応じて、社会福祉士や精神

保健福祉士等が作成した個別訓練実施計画に従って訓練等を実施

するとともに、訓練等による生活能力の維持・向上の評価及び個別

計画の見直しの実施等を行っている場合、個別訓練計画が作成さ

れている利用者に対して、１日につき所定単位数を加算している

か。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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運 営 状 況 自主点検 摘 要

40 短期滞在加算

施設基準に適合しているものとして岡崎市長に届け出た事業所

が、利用者に対し、居室その他の設備を利用させるとともに、主と

して夜間において家事等の日常生活能力を向上させるための支援

その他の必要な支援を行った場合に、１日につき所定単位数を算

定しているか。ただし、生活訓練サービス費(Ⅲ)、生活訓練サービ

ス費（Ⅳ）を受けている者を除く。

41 精神障害者退院支援施設加算

施設基準に適合するものとして、岡崎市長に届け出た精神障が

い者退院支援施設である事業所において、精神病床におおむね１

年以上入院していた精神障がい者その他これに準ずる精神障がい

者に対して、居住の場を提供した場合につき所定単位数を算定し

ているか。

42 看護職員配置加算

健康上の管理などの必要がある利用者がいるために看護職員を

常勤換算方法で１以上配置しているものとして岡崎市長に届け出

た事業所において、サービスを行った場合に、1日につき所定単位

数を加算しているか。

43 就労移行支援サービス費

① 指定就労移行支援等を行った場合、所定単位数を算定して

いるか。

② 地方公共団体が設置する指定就労移行支援事業所等の場合に

あっては、所定単位数の 1000 分の 965 に相当する単位数を算定

しているか。

③ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

④ 就労移行支援計画等が作成されていない場合、減算適用を

しているか。

⑤ 事業者ごとの平均利用期間が標準利用期間を６カ月以上超

える場合に減算適用をしているか。

⑥ 身体拘束等の適正化に関する措置が講じられていない場合、

１日につき所定単位数を減算しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし



－ 障がい者支援施設 48 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

44 就労支援関係研修修了加算

就労支援員に関し就労支援に従事する者として１年以上の実

務経験を有し、別に厚生労働大臣が定める研修を修了した者を

就労支援員として配置しているものとして岡崎市長に届け出た

事業者において、指定就労移行支援事業等を行った場合に、１

日につき所定単位数を加算しているか。

ただし、当該事業所等における就労定着者の割合が０である

場合は、算定しない。

45 移行準備支援体制加算

① 前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の

100分の50を超えるものとして岡崎市長に届け出た事業所に

おいて、別に厚生労働省が定める基準を満たし、次のア、イ

のいずれかを実施した場合に、施設外支援利用者の人数に応

じ、１日につき所定単位数を加算しているか。

ア 職場実習等にあっては、同一の企業及び官公庁等におけ

る１回の施設外支援が１月を越えない期間で、当該期間中

に職員が同行して支援を行った場合

イ 求職活動等にあっては、ハローワーク、地域障がい者職

業センター又は障がい者就業・生活支援センターに職員が

同行して支援を行った場合

② 事業所において、別に厚生労働大臣が定める基準を満たし、

企業及び官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労利用者

（就労移行支援サービス費（Ⅱ）が算定されている利用者を

除く）の人数に応じ、１日につき所定単位数を加算している

か。

46 通勤訓練加算

事業所等において、当該指定就労移行支援等以外の事業所に

従事する専門職員が、視覚障がいのある利用者に対して盲人安

全つえを使用する通勤のための訓練を行った場合に、１日につ

き所定単位数を加算しているか。

47 在宅時生活支援サービス加算

事業所等が、やむを得ない事由により、通所によって支援を

受けることが困難であると岡崎市が認める利用者に対して当該

利用者の居宅において支援を行った場合に、１日につき所定単

位数を算定しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし



－ 障がい者支援施設 49 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

48 社会生活支援特別加算

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て、岡崎市長に届け出た事業所等が、医療観察法に基づく通院医

療の利用者、刑務所出所者等に対して、特別な支援に対応した個

別支援計画に基づき、地域生活のための相談支援や個別の支援

を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始した日から起

算して３年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われ

た場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定

障がい福祉サービスを行う事業所においては社会生活支援特別

加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数

を加算しているか。

49 支援計画会議実施加算

就労移行支援計画の作成または見直しにあたって、外部の関

係者を交えた会議を開催し、関係者の専門的な見地からの意見

を求め、就労移行支援計画の作成、変更その他必要な便宜の提

供について検討を行った場合に、１月につき１回につき所定単

位数を加算しているか。

なお、本加算は年４回を上限とする。

50 就労継続支援Ａ型サービス費

① 専ら通常の事業所に雇用されることが困難であって、適切な

支援により雇用契約に基づく就労が可能である者のうち65歳未

満のもの又は年齢、心身の状態その他の事情により通常の事業

所に雇用されることが困難である者のうち適切な支援によって

も雇用契約に基づく就労が困難であるものに対してサービスを

行い、就労継続支援Ａ型サービス費については、利用定員及び岡

崎市長に届け出た評価点（スコア）に応じ、１日につき所定単位

数を算定しているか。

② 地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ａ型事業所等の場

合にあっては、所定単位数の 1000 分の 965 に相当する単位数を

算定しているか。

③ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

④ 就労継続支援Ａ型計画が作成されていない場合、減算適用を

しているか。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし



－ 障がい者支援施設 50 －

運 営 状 況 自主点検 摘 要

⑤ 身体拘束等の適正化に関する措置が講じられていない場合、

１日につき所定単位数を減算しているか。

⑥ ホームページ等を利用し、１年に１回以上、②のスコア方式に

よる評価内容を全て公表するとともに、未公表の場合は減算し

ているか。

51 重度者支援体制加算

① 重度者支援体制加算（Ⅰ）

指定就労継続支援Ａ型又はＢ型を行った日の属する年度の前

年度において、障がい基礎年金１級を受給する利用者の数が当

該年度における利用者の数の 100 分の 50 以上であるものとし

て、岡崎市長に届け出た場合、利用定員に応じ、１日につき所定

単位数を加算しているか。

② 重度者支援体制加算（Ⅱ）

指定就労継続支援Ａ型又はＢ型を行った日の属する年度の前

年度において、障がい基礎年金１級を受給する利用者の数が当

該年度における利用者の数の 100 分の 25 以上であるものとし

て、岡崎市長に届け出た場合、利用定員に応じ、１日につき所定

単位数を加算しているか。

52 就労移行連携加算

就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型を受けた後に就労移行

支援の支給決定を受けた者がいる場合において、当該者に対して、

当該支給決定に係る申請の日までに、就労移行支援事業者との連

絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該申請を行うに当た

り、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型における支援の状況

等の情報を文書により相談支援事業者に対して提供している場合

に、１回に限り所定単位数を算定しているか。

53 賃金向上達成指導員配置加算

指定障がい福祉サービス基準第186条に定める人員配置に加え、

賃金向上達成指導員を常勤換算方法で１以上配置し、かつ、就労継

続支援Ａ型事業所と雇用契約を締結している利用者のキャリアア

ップを図るための措置を講じているものとして岡崎市長に届け出

た場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算している

か。

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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54 就労継続支援Ｂ型サービス費

① 年齢、支援の度合その他の事情により通常の事業所に雇用さ

れることが困難である者のうち、雇用契約に基づく就労が困難

であるものに対して、就労継続支援Ｂ型サービスを実施した場

合、利用定員及び平均工賃月額に応じ、１日につき所定単位数を

算定しているか。

② 地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場

合にあっては、所定単位数の 1000 分の 965 に相当する単位数

を算定しているか。

③ 利用者の数が利用定員を超える場合、又は従業者の員数が基

準に満たない場合、別に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得

た額を算定しているか。

④ 就労継続支援Ｂ型計画が作成されていない場合、減算適用を

しているか。

⑤ 身体拘束等の適正化に関する措置が講じられていない場合、

１日につき所定単位数を減算しているか。

55 目標工賃達成指導員配置加算

工賃向上計画に基づき、自ら作成した、当該計画に掲げた工賃目

標の達成に向けて積極的に取り組むために指導員を常勤換算方法

で１人以上配置し、当該配置した指導員・職業指導員・生活支援員

の総数が別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して配置して

いるものとして岡崎市長に届け出た場合に、１日につき所定単位

数を加算しているか。

56 地域協働加算

利用者の就労や生産活動等への参加等をもって一律に評価する

報酬体系において、各利用者に対し地域住民その他の関係者と協

働して支援（生産活動収入があるものに限る。）を行うとともに、

その活動の内容についてインターネットの利用その他の方法によ

り公表した場合に、当該支援を受けた利用者の数に応じ、１日につ

き所定単位数を加算しているか。

（就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）、（Ⅳ）を選択した事業所が対象）

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし

いる・いない

該当なし
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57 ピアサポート実施加算

一定の支援体制の下、就労や生産活動等への参加等に係るピア

サポートを実施した場合に、当該支援を受けた利用者の数に応じ、

各月につき所定単位数を加算しているか。

（就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）、（Ⅳ）を選択した事業所が対象）

※ 一定の支援体制とは…

地域生活支援事業として行われる「障がい者ピアサポート研修

（基礎研修及び専門研修）」を修了した障がい者と管理者等を配置

し、これらの者により各事業所の従業員に対し、障がい者に対する

配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。（令和５年度

まで経過措置あり）

いる・いない

該当なし


